
当事業年度の附属明細書は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成23年２月15日最終改訂 文部科学省 日本公認会計士協会）の様式に基づき作成してお
ります。

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 19¶656¶635¶908 399¶733¶030 275¶242¶084 19¶781¶126¶854 6¶962¶082¶528 803¶527¶954 ` ` ` 12¶819¶044¶326

構 築 物 893¶943¶381 7¶295¶809 2¶627¶212 898¶611¶978 664¶517¶457 28¶036¶581 ` ` ` 234¶094¶521

工具器具備品 707¶538¶664 3¶287¶550 10¶527¶388 700¶298¶826 438¶946¶102 65¶868¶725 ` ` ` 261¶352¶724

船 舶 2¶430¶000 ` 930¶000 1¶500¶000 1¶499¶994 ` ` ` ` 6

計 21¶260¶547¶953 410¶316¶389 289¶326¶684 21¶381¶537¶658 8¶067¶046¶081 897¶433¶260 ` ` ` 13¶314¶491¶577

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 7¶342¶929¶351 527¶072¶436 10¶402¶693 7¶859¶599¶094 2¶923¶756¶229 383¶925¶456 ` ` ` 4¶935¶842¶865

構 築 物 86¶076¶654 16¶039¶466 3¶909¶150 98¶206¶970 23¶894¶982 7¶041¶150 ` ` ` 74¶311¶988

工具器具備品 14¶498¶471¶314 1¶542¶010¶778 150¶265¶227 15¶890¶216¶865 10¶338¶545¶452 2¶247¶720¶495 ` ` ` 5¶551¶671¶413

図 書 2¶404¶580¶054 50¶417¶237 ` 2¶454¶997¶291 ` ` ` ` ` 2¶454¶997¶291

船 舶 1¶932¶325 ` ` 1¶932¶325 1¶849¶103 407¶514 ` ` ` 83¶222

車 両 運 搬 具 36¶685¶243 1¶721¶996 ` 38¶407¶239 30¶348¶585 2¶199¶420 ` ` ` 8¶058¶654

医療用放射性同
位元素

3¶075¶695 ` ` 3¶075¶695 1¶201¶620 171¶660 ` ` ` 1¶874¶075

計 24¶373¶750¶636 2¶137¶261¶913 164¶577¶070 26¶346¶435¶479 13¶319¶595¶971 2¶641¶465¶695 ` ` ` 13¶026¶839¶508
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]現金及び預金、並びに^未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっています。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証に
よる回収見込額等により、時価を算定しています。
_国立大学財務・経営センター債務負担金及び`長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算出しています。

×．賃貸等不動産関係
当法人は、福井県内において、賃貸等不動産を保有していますが、賃貸等不動産の総額に重要性
が乏しいため、注記を省略しています。

Ø．資産除去債務に関する事項
\ 資産除去債務の概要及び金額の算定方法
{アスベスト
アスベストは、石綿使用建築物の除去義務等であります。
使用見込期間を適用初年度である当事業年度から８年と見積り、割引率は1•040％を使用し

て、資産除去債務の金額を計算しております。
|原状回復
原状回復は、土地の賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
使用見込期間を適用初年度である当事業年度から３年又は12年と見積り、割引率は0•258％

又は1•557％を使用して、資産除去債務の金額を計算しております。

] 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高~ 29¶824¶159円
有形固定資産の取得に伴う増加額 0円
時の経過による調整額 228¶205円
資産除去債務の履行に伴う減少額 0円
期末残高 30¶052¶364円
~ 当事業年度より、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（「国立
大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」の改訂について（国立大学法人
会計基準等検討会議 平成23年１月14日））及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大
学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成23年
２月15日最終改訂）を適用したことによる期首時点における残高であります。

Ù．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係
特定償却資産の除去損
特定償却資産の除去損については、従来「損益外固定資産除去相当額」に計上しておりました
が、当事業年度より「損益外除売却差額相当額」の区分に計上しております。
これによる国立大学法人等業務実施コストに与える影響はありません。

Ú．重要な後発事象
重要な後発事象は発生していません。
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